
救急医療情報の把握・提供体制等に関する調査について（結果概要） 

 

平成 20 年 11 月 20 日 

                                                     医 政 局 指 導 課 

 

 

１．目的等 

 本年１０月に東京都において産科救急患者が死亡するという事案を受け、同年

１０月２７日に、各都道府県に対し、周産期母子医療センターの診療体制等の確

認と改善の検討を要請する通知を発出した。 

 当該要請の中で、周産期救急情報システム及び救急医療情報システムの運用状

況を確認し、必要があれば適切に改善することを検討することとしている。 

 

 

２．結果（要点） 

(１)救急医療情報システム導入状況 

    救急医療情報システムについては、現在４３県（都道府を含む）が導入し

ている。 

 

 

(２)更新頻度 

   都道府県が医療機関に要請している救急医療情報システムの入力頻度に

ついては、「随時」が４県、「１日２回以上」が７県、「１日２回」が２９

県であり、大半が「１日２回」又はそれ以上を基準としている。 

 

      

救急医療情報システムへの入力頻度
（都道府県の取り決め状況)(一日あたり)

随時
4

1日2回以上
7

1日2回
29

１回
3

 

       ※「随時」とは、定時入力がなく、変更があればその都度入力しているもの 

資料４



(３)督促状況 

   入力の督促状況については、「督促を行っている」が４１県であり、その

方法（複数回答）については、「救急医療情報センターの職員が行っている」

が２６県、「システムが自動的に行っている」が２５県である。 

 

      

督促機能の有無

有り
41

無し
2

 

 

 

(４)更新頻度を高めるために行った具体的工夫（主なもの） 

  ・ 時間内に更新がない場合、システムにより自動督促、さらに更新がな

い場合は職員が電話にて再度督促を行っている 

・ 医師会報等を活用した入力更新の周知 

・ 最新の状況を入力するように定期的に依頼、入力訓練の実施 

・ 参加している医療機関に訪問して個別に要請 

・ システムリニューアルにより、医療機関が入力しやすい画面構成・機

能強化を図ったほか、専用端末を廃止して、全機能インターネット運用

とし、どのパソコンや携帯電話からでも入力を可能とした 

・ システムに自動督促機能を付加するとともに、医療機関が入力困難な

場合は状況を聴取し代行入力を実施 

・ 各医療機関の入力体制及び連絡網の整備（責任体制及び入力者の明確

化） 

 

 

 

 

 

 



(５)周産期医療情報システムが使用（閲覧）できるか 

   救急医療情報システムから周産期医療情報システムが使用（閲覧）できる  

ところは２４県である。 

 

       

周産期医療情報システムとの連携状況
（都道府県数）

有り
24

無し
19

 
 
 
(６)隣県の救急医療情報システムが使用（閲覧）できるか（隣接県との連携） 

   隣接県と「相互利用」しているところが６県である。  

 

       

救急医療情報システムの隣県との連携状況
（都道府県数）

相互利用
6

無し
37

 
 

 

 

 



(７)医療機関から情報が閲覧できるか 

      県内の医療機関が情報を閲覧できるところは３９県であり、そのうち、シ

ステム参加医療機関のみ可能であるところは２６県である。 
 

       

他の医療機関の情報が閲覧できるか

不可
4

システム参加医療
機関のみ可能

26

可
13

 
 
 
(８)救急医療情報の提供体制において課題と考えている事項（主なもの） 

・ 医療機関の応需情報の入力率の向上 

・ 本県のシステムは、医療機関において活用されているが、救急搬送を

担う消防本部では主たる手段として活用されない。活用されていない理

由等を分析した上で、有効活用されるシステムへの改良が課題 

・ 情報の即時性を求めると、参加医療機関へより一層の協力を求めるこ

とになるが、医療機関の負担増につながるため困難であり今後の課題 

・  全ての近隣府県との情報システムのリンクが有効と考えているが、一

部実施できていない 

・ 隣県との情報共有、システムの連携 

・ 最終的に救急搬送機関が搬送先医療機関を決定するにあたっては直接

相互に電話等で確認を行う必要があることから、平時において、救急医

療機関と救急搬送機関のヒューマンネットワーク構築が必要 

 


